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北東北における飼料用米の活用による耕畜連携の進展とその意義
－「日本のこめ豚」事業を事例に－

淡野寧彦
愛媛大学社会共創学部

本稿は，近年，急速に生産が拡大した飼料用米に注目し，飼料用米を活用した養豚業を含む耕畜連
携が進展した要因と地域農業への影響について，首都圏の生活協同組合が中心となって取り組まれる
「日本のこめ豚」事業を事例に考察した。飼料用米を生産する岩手県軽米町においては，長らく続く主
食用米の生産調整に苦心し，かつ地域の主要農産物であるたばこ生産の減衰がみられるなかで，経営
規模の異なる様々な農家にとって着手しやすい飼料用米生産が有効な手段の一つとなり，その作付が
増加した。さらに経営規模の大きい秋田県鹿角市の農事組合法人においても，飼料用米生産は効率的
な転作作物品目として歓迎された。そして，これらによって生産された飼料用米は，環境負荷の低減
や商品の流通・販売情報の入手とその活用に積極的な秋田県小坂町の養豚業者によって活用され，そ
の豚肉を販売する生活協同組合も，詳細な情報提供や産地見学などによって組合員である消費者から
の評価を高め，販売が急拡大した。本事業の進展は，耕作放棄地の発生防止や飼料原料の自給率向上
などの課題への対策を，消費者に「見える」さらには「見せる」ことによって具体化し，生産者らの
取り組みへの共感をもたらした。飼料用米生産の継続は補助金交付を前提としたものであることは否
めないが，複数の地域や異業種間，また消費者も含めた連携や連帯感の創出が，地域農業の新たな展
開や存続に好影響をもたらすものと考えられる。
キーワード：飼料用米，養豚業，耕畜連携，農業政策，東北地方

Ⅰ　はじめに

1970年から開始された米の生産調整（減反政

策）は，日本の農業経営に大きな影響をもたらし

た。2014年になって，政府は農業改革の一環と

してこの生産調整の見直しを打ち出したが，少な

くとも現時点においては，約30％の生産調整を

多くの農家が実施している。しかし，米に代わる

転作作物として主に生産されている麦類や大豆，

そばなどは，水田での栽培には不向きであり，十

分な収量を得られる見込みは低く，その売上が農

家にとって大きな収入に結びついているとは言い

難い。これとともに，日本における耕作放棄地の

面積は年々拡大しているが，農地を維持し続ける

ために作付される作物の選択肢が限られているこ

ともあって，抜本的な対策がなされない状況が続

いてきた。

こうしたなかで，近年，作付面積が急増して

いるものが，人間の主食用ではなく，飼料用や

米粉用などとして利用されることを前提に生産

された新規需要米である。このなかでも作付の増

加が顕著であるのが，米粒を家畜の飼料原料とし

て活用することを目的に生産される飼料用米であ

る。飼料用米に関する研究は，近年，農学分野に

おいて盛んに進められ，技術面では農山漁村文化

協会編（2014）をはじめ，多数の試験結果が報告

されている。このなかでは，一般的な配合飼料の

主原料の一つであるとうもろこしを同量の飼料用

米と置き換えても，豚の成長や摂食量には負の影

響はなく，摂食量が増えたり肉質が向上したりす

る結果も報告されている。また農業政策学や農業

経済学などの分野においても比較的多くの先行研
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究が存在する。小沢・吉田（2009）は，山形県庄

内地方における飼料用米生産とその活用の展開を

まとめ，飼料用米生産による農業意欲の向上や飼

料用米を用いて生産された豚肉に対する消費者か

らの一定の支持がみられたことを指摘した。また

熊谷・大谷（2009）は，岩手県一関市における飼

料用米生産に注目し，効率的な飼料用米生産や肉

質改善の方法などについて検討した。また谷口

（2010；2014）は，飼料用穀物の確保や飼料自給

率の向上を図るうえで飼料用米の生産・活用は重

要であることを指摘している。これらのように飼

料用米に対する注目が学術分野においても高まっ

ているが，飼料用米生産以前の地域農業や畜産業

の動向についても詳細に触れた研究は少ない。

一方，地理学においては，日本における稲作農

業を対象とした研究は数多く存在し，近年に限っ

ても，大規模借地経営や集落営農，農業生産法人

による主食用米生産の展開を論じた田林（2007）

や大竹（2008），市川（2011），清水（2013）など

を挙げることができる。これに対して，飼料用米

の生産・活用実態を取り上げた地理学研究は少な

く，地域農業における飼料用米の導入意義を検討

した北﨑（2013）が存在する程度である。また，

より広い範疇である新規需要米についても，筆者

による異業種間の関係性強化を通じた米粉麺の開

発・販売の展開（淡野，2014）などがみられるに

過ぎない。また，日本においては豚肉のブランド

化を目指した取り組みである銘柄豚事業が活発化

しているが（淡野，2010），飼料用米を活用した

銘柄豚はまだ少数である。耕種農業同様に様々な

課題に直面する養豚業について，飼料用米の活用

やそれによるブランド化の進展状況を検討し，養

豚業産地の維持を検討することにも一定の価値が

あると考えられる。また，畜産業では大量の家畜

糞尿が発生するが，その無害化や堆肥化には大き

な費用が発生するとともに，生産した堆肥の活用

も課題となる（今野，2010）。したがって，堆肥

の活用者となる耕種農業と畜産業との関係性の強

化が重要となるが，従来の畜産業から耕種農業へ

の堆肥供給に加えて，耕種農業から畜産業への飼

料用米供給が実現されれば，両者の関係性はより

強まり，地域内での循環型農業による耕畜連携と

いう新たな生産体系の構築が現実的となる。これ

らの点から，地域における飼料用米の生産・活用

実態に関する地理学からの研究蓄積は急務であろ

う。

以上より本稿では，首都圏の生活協同組合のP

生協が主体となって実施する「日本のこめ豚」事

業を対象に，東北地方の岩手県および秋田県にお

ける飼料用米生産・活用を通じた耕畜連携の進展

とその意義を明らかにすることを目的とする。こ

の事業は，飼料用米の生産・活用が全国的に拡大

する以前から開始された，先駆的な例である。そ

のため，事業に関わる農家や組織などにとって

は，先行事例の少ないなかで事業のあり方が模索

されてきた。本稿では，事業発足にいたる契機

から飼料用米生産およびその畜産業での活用が

増加・定着した2005～2011年頃を主な対象とし

て，事業関係者からの聞き取りをもとに，飼料用

米生産の定着と活用のプロセスを検討する。より

具体的な研究対象は，飼料用米生産については岩

手県軽米町の農家と秋田県鹿角市の農事組合法人

Nファーム，飼料用米を活用した養豚業について

は秋田県小坂町のM農場である。なお，「日本の

こめ豚」を取り上げた先行研究として，事業の全

体的な流れと消費者からの評価を示した吉川ほか

（2010）や飼料用米の生産や活用による収益性を

試算した宮田（2010）があるが，飼料用米生産の

導入に際して当該の農家や地域がどのように対応

したのかや，事業全体の変化について空間的に検

討したものはみられない。また東北地方において

は，とくに生産調整の対象となった中山間地域の
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水田が適当な転作作物のないまま耕作放棄される

状況が強まっていること（小金澤ほか，2010）や，

在来の日本短角種牛が近年では消費者から一定の

支持を得て堅調な需要で推移するものの，飼育担

当者の高齢化といった生産基盤が揺らいでいるこ

と（小金澤・櫻岡，2005）などからも，水田利用

や畜産における新たな取組みが注目される意義は

大きいと考えられる。

以下，本稿の構成とともに研究手順を述べる。

まずⅡでは，飼料用米をはじめとする新規需要米

に関する農業政策の展開を概観するとともに，全

国および岩手県・秋田県における新規需要米の生

産動向について，主に農水省が公開する統計デー

タなどをもとに整理する。そのうえで，「日本の

こめ豚」事業の主な特徴と事業全体の枠組みおよ

び展開過程について，事業主体のP生協での聞き

取り調査をもとに提示する。Ⅲでは，岩手県軽米

町と秋田県鹿角市を対象に，それぞれの地域にお

ける飼料用米生産の導入・定着過程の地域的特徴

を，現地の農家や農協などへの聞き取り調査をも

とに分析する。Ⅳでは，秋田県小坂町のM農場

および先述のP生協への聞き取りから，飼料用米

を活用した養豚業が導入・拡大された状況につい

て検討する。これらをもとに，Ⅴにおいて，飼料

用米生産・活用を通じた耕畜連携の進展とその意

義について考察し，Ⅵで総括を行う。上記の地

域・組織への調査は，2009年5・6・10月，2010

年12月および2011年5月に実施した。

Ⅱ　飼料用米生産の拡大と「日本のこめ豚」事業

の展開

１．飼料用米生産の拡大と農業政策

飼料用米とは，その呼称のとおり，牛や豚など

の家畜飼育の際の飼料原料として利用されること

を目的に生産される米を指す。主食用米の生産調

整における転作作物の一つとして生産されること

が一般的であり，米粉用米なども含めた新規需要

米としての生産が，近年急拡大している。飼料

用米の生産は1970年代にはその実施が目指され，

飼料用米の給与試験や多収量品種の開発などが行

われた。1980年に農政審議会が発表した『80年

代の農政の基本方向』では「飼料作物の国内生産

については，食料の安全保障の観点に立って，長

期的な課題として取り組む必要がある」とされた

が，国内での生産費と輸入飼料穀物価格との価格

差が大きく，その補てん財源の確保困難などか

ら，飼料用米生産の進展はほとんどみられなかっ

た。しかし2008年頃から，国際的な穀物価格の

高騰を契機として，飼料用米が再び注目を集める

ようになった。この背景には，経済の発展による

途上国での食料需要の拡大やバイオ燃料生産の推

進などによる穀物需要の拡大，食料輸出国での輸

出規制，穀物市場への投機資金の流入などがあっ

た。家畜飼料の主原料であるとうもろこしの場

合，シカゴ商品取引所価格で，2000年代前半は

1ブッシェル（約35リットル）あたり2ドル前後

であったものが2008年には同7ドル程度にまで上

昇し，飼料価格も上昇したため，畜産経営に悪影

響を及ぼした（中野，2011）。こうした中で，国

際市況に左右されず国内で生産可能な飼料原料と

して飼料用米が注目された。さらに飼料用米の生

産・活用は，食料自給率向上を掲げる従来の農業

政策と合致することも後押し材料となった。

飼料用米の特色として，主に以下が挙げられ

る。まず食味では，人間の食用には適さない品種

か他の主食用米と比較して風味に劣る品種が利用

される。風味が劣る反面，面積あたりで，なるべ

く多くの収量を得ることが望ましい。栽培面で

は，主食用米の栽培技術とほとんど違いはなく，

むしろ米の外見を気にしなくてもよいため，防除

作業等の省力化が可能である。また一般的に，産

地内では主食用米の後に田植えや収穫作業が行わ
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れる。これは，主食用米に意図せず飼料用米が混

入（コンタミネーション）することを防止するた

めである1）。また飼料用米は，稲ワラごと飼料原

料となるホールクロップサイレージ（WCS）向

けの飼料稲に対して，主に米粒のみが利用され

る。家畜の飼料原料として利用されるうえでは，

既存のとうもろこしなどと容易に代替可能であ

る。以上のように，飼料用米はその生産や畜産利

用が比較的容易であることが，後述する飼料用米

生産の拡大と密接に関係している。

また2000年代半ばには，アメリカなどにおけ

るバイオエタノール生産の奨励策が進められた。

この原料として主にとうもろこしが利用されるた

め，飼料原料向けのとうもろこし供給が減少し，

その価格が急騰した。その結果，輸入されるとう

もろこしと国産の飼料用米の価格差が縮まり，国

産原料を用いた畜産物生産を消費者らにアピール

する狙いもあって，飼料用米の利用を模索する畜

産業者が増加した。

飼料用米生産が次第に注目されるなかで，その

急拡大をもたらしたもう一つの重要な要因として

挙げられるのが，新規需要米を対象とした農業政

策上の後押しである。米の生産調整を進めるため

に，従来から政府は転作補助金を交付してきた

が，2008年の産地確立対策事業など，2009年に

は水田等有効活用促進事業などを通じて，補助金

交付には複数の補助事業に対するやや煩雑な申請

が必要なものの，新規需要米に対する補助金が

他の転作作物のそれを大幅に上回るようになっ

た。これらの事業は2010年に水田利活用自給力

向上事業として整理され，飼料用米や米粉用米な

どの新規需要米には，作付10aあたり80,000円が

一律に交付されることとなった。この結果，補

助金を含めた飼料用米生産による収支が主食用

米のそれを上回る試算となり，飼料用米生産を

開始する農家が急増した2）。その後，2013年産の

飼料用米からは，助成金の交付基準には数量払

いの仕組みが導入された。すなわち，収穫量が

530kg/10aの場合に80,000円を標準反収値とし，

収穫量1kgあたり約167円で補助金が上下するほ

か，同680kg/10a以上の場合は一律105,000円，

同380kg/10a以下の場合は一律55,000円とする上

下限が設定された。

以上をふまえて，全国の新規需要米作付面積

の推移をみると，2004年には飼料用米のみの数

値で44haに過ぎなかったものが，2008年に新規

需要米全体で12,314ha（うち，飼料用米1,410ha）

に拡大し，さらに2011年には同65,569ha（うち

飼料用米33,955ha）にまで急増した（図1-a）。そ

の後は，2013年に作付面積が減少に転じたもの

の2014年には再度増加し，新規需要米全体で

71,073ha，飼料用米のみでも33,881haの作付が

あった。岩手県および秋田県の新規需要米生産に

おいても作付面積の増加がみられるが，2008年

時点で岩手県が386ha，秋田県が658haと，2県

の合計で全国の約1割の作付があり，比較的早く

から新規需要米生産が開始される傾向にあった

（図1-b，c）。一方で，両県の相違点として，岩手

県においては新規需要米全体に占める飼料用米の

割合が2008～2014年の間に37.3～64.3％の範囲

内と高水準で推移するのに対して，秋田県では

同3.8～50.3％と低いことが挙げられる。秋田県

では主食用米と同じ品種のあきたこまちを米粉用

米として作付する傾向が強く，全国の米粉用米の

1割前後が秋田県で生産されていることが，飼料

用米の割合が相対的に低くなっている理由である

（淡野，2014）。

新規需要米をめぐる上記の動向のなかで，本稿

が取り上げる日本のこめ豚事業では2007年から

飼料用米の生産やその活用が開始されており，全

国的にみても飼料用米活用の先駆的事例であると

位置付けられる。
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２．日本のこめ豚事業の展開

「日本のこめ豚」（以下，こめ豚）は，東京都

をはじめとする1都9県に在住する消費者およ

そ130万名を組合員とするP生活協同組合連合会

（以下，P生協）が主体となった事業である（図2）。

本事業には他に，飼料用米生産者として岩手県軽

米町の農家と秋田県鹿角市のN農事組合法人（以

下，Nファーム），秋田県小坂町のM養豚業者（以

下，M農場）などが参加している。

2008年におけるP生協が取り扱う豚肉は約14

万頭であり，うち9割はP生協が「産直肉」とし

て，契約する産地との間で取引されたものであ

る3）。2003年頃の産直肉の比率は7割程度であり，

徐々に比率が高められてきた。産直肉として取引

されるのは秋田県，山形県，千葉県に存在する三

つの組織が中心であり，こめ豚の事業開始以前か

らP生協と秋田県のM農場は取引関係にあった。

取引に際しては，P生協側より生産者に取引依頼

を行う。ロースやモモといった全ての部位をP生

協が買い取る「セット」取引が大半を占め，P生

協には部分肉の状態に加工された精肉が供給され

る。

こめ豚の事業立ち上げに際して，2006年秋頃

に関係者らによる協議が開始された。このきっか

けとして，P生協では飼料用米を用いた食肉の生

産・販売に関心を持っており，これに耕畜連携を

加えた取り組みを実現する方法を模索していた。

すでにP生協と取引関係にあった岩手県の養鶏業

者の J社や JA新いわてなどと検討し，同 JA管内

の農家に飼料用米生産を依頼したところ，生産に

前向きな農家が現れた。同様に，秋田県鹿角市の

Nファームとの間でも，JAかづのを介して飼料

用米生産を開始することが合意された。また，飼

料用米を用いた養豚を実施する候補として挙げら

れたM農場においても，すでに飼料用米を使用

した養豚が実験的に行われていたが，P生協側の

図1　 全国および岩手県・秋田県における新規需
要米作付面積の推移（2004-2014年）

　全国の2004-07年の面積は，資料の制約上，飼料用米
の数値のみである．
（農水省「新規需要米の都道府県別の取組計画認定状況」

各年版により作成）
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打診を受け，本格的な取り組みへと発展させるこ

ととなった。

飼料用米を利用するうえで，当初懸念されたこ

ととして，主に以下の3点があった。それらは，

（1）従来の産直肉との品質面での劣化，（2）生産

性の低下，（3）飼料コストの上昇であり，事業開

始時には他に飼料用米を活用した先行事例が少な

く，十分な情報収集を行えないことも不安材料と

なった。飼料や精肉などの主要取引先の一つであ

る全農とP生協が検討した結果，商品段階の豚肉

で，P生協が通常取り扱う豚肉と比較して100gあ

たり10円程度高く販売できれば，採算の合う試

算が出された。一方，M農場においては飼料中に

含まれる飼料用米の割合などについて試験が進め

られ，飼料原料の10％を飼料用米とすることで，

十分な品質の豚肉生産が実現できることが見込ま

れた。また，飼料用米生産農家の収入について

は，10aあたりの収量を約500kgとし，1俵（60kg）

あたり5,000円換算でおよそ40,000円の売上が確

保されるほか，10aあたり40,000円の転作補助金4）

を加えて，計80,000円/10aを得られる試算となっ

た。

2007年に飼料用米の生産が始まり，岩手県軽

米町で5.5ha，秋田県鹿角市で6.1haの計11.6ha

が作付され，約60tの飼料用米が収穫された（表

1）。同年産の飼料用米を用いた「日本のこめ豚」

は2008年2月より販売が開始された。販売当初は

組合員の認知度も低く，大きな売上とはならな

かったが，後述するP生協によるPR活動に加え

て，飼料原料の高騰という社会的背景をもとにマ

スコミなどによる取材や報道が次第に増加した結

果，販売量も拡大した。2008年には前年の1.2倍

の飼料用米を作付したほか，2009年の2～4月期

のこめ豚販売量は前年同月比の2倍に達した。さ

図2　「日本のこめ豚」事業に関わる地域および組織体系（2010年）
 （聞き取り調査により作成）
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らに2010年のこめ豚の売上は，2008年の約7倍

の20,000頭となった。組合員らの飼料用米を利用

した畜産に対する認識が高まったことを受けて，

P生協では2010年よりブロイラー生産においても

飼料用米を活用した事業を開始した。

Ⅲ　日本のこめ豚事業を通じた飼料用米生産の拡大

１．岩手県軽米町における農業の地域的特色

岩手県軽米町は県北部の内陸に位置し，その北

端は青森県八戸市などと接する，面積245.8k㎡の

町である。町内には標高300～500mの山あいの

土地が多く，平坦地は少ない。2010年の軽米町

の人口は10,209，世帯数は3,343である（平成22

年国勢調査）。また同年の販売農家数は968，農

業就業人口は1,761である（2010年世界農林業セ

ンサス）。主な作付は，稲391ha，小麦48ha，雑

穀77ha，大豆39ha，工芸農作物201ha，野菜類

が路地73ha，施設11haなどである。また，軽米

町の1戸あたり経営耕地面積は173aで，県平均の

178aをやや下回る。

明治・大正期には，軽米町において水田面積が

増加し，1920年代には約25haを対象とした耕地

整理も行われたが，農業の中心は畑作であった。

第二次世界大戦後もこの傾向が続き，1955年の

農家1戸あたりの作物別作付面積は，ひえ47a，

大豆34a，小麦29a，稲28aなどであり，畑作経営

が引き続き主である一方，園芸作物の栽培や畜産

の導入などは遅れていた（軽米町史編纂委員会，

2000）。1965年に決定された「軽米町農業基本計

画」では，基幹作物を酪農と果樹，補幹作物を米，

肉牛，豚，たばこ，ホップ，てんさいとされた。

この頃から町内では「開田ブーム」と呼ばれる水

田開発が盛んに行われ，稲の作付面積がひえのそ

れを上回り，町内に広く稲作が広まったが，1970

年からは米の生産調整を受け入れることとなっ

た。

一方，先述の基本計画において補幹作物の一つ

とされたたばこの生産は，岩手県による生産奨

励策を受けて，1955年頃から始まった。軽米町

における1960年のたばこ収穫面積は73haであっ

たが，買い取り価格の上昇などから生産が拡大

し，1965年には同192haに増加し，作付農家数も

1,015戸となった（図3）。その後はたばこの共同

育苗施設の整備の実施や，ほぼたばこ専業の経営

によって規模拡大を行う農家が現れたことでた

ばこ生産は定着し，1970年には面積・戸数とも

減少したものの収穫面積161ha，農家数626戸と

なった。この結果，軽米町はたばこの中のバー

レー種の国内最大産地となり，たばこが農業経営

の重要な地位を占めるようになった（軽米町史編

纂委員会，2000）。ただし日本におけるたばこ生

産は，1966年の収穫面積86,999haをピークに減

少傾向にあり，2006年には同18,500haにまで減

少したため，軽米町におけるたばこ生産も1980

表1　「日本のこめ豚」事業における飼料用米作付面積および豚出荷頭数の推移

 （聞き取り調査により作成）
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年の343haをピークとして減少傾向に転じ，とく

に1990年代以降は200ha前後にまで減少してし

まった。しかし現在でも軽米町におけるたばこ

生産は重要な地位を占めており，稲に次いで作

付の多い工芸農作物のほぼ全てが，たばこであ

る。岩手県における2005年のたばこの作付面積

は1,816ha，作付農家数は2,962戸であるが，主な

生産地域は県北部に集中しており，浄法寺町（現，

二戸市）の収穫面積396haが最大であり，軽米

町は第4位の規模の199ha，農家数は219戸であ

る（図4）。また，県全体の1戸あたりたばこ作付

面積は約60aであるが，軽米町は同90a程度と，1

戸あたりの規模も大きい。たばこ生産の特徴とし

て，収穫から出荷までの限られた期間内に乾燥作

業を行う必要があり，労働力の確保が重要であ

る。そのため，農業従事者が高齢となり，後継者

もいない農家では，乾燥作業の実施が困難とな

り，たばこ生産を縮小ないし中止する場合が増加

している。なおたばことともに，冷涼で雨量の少

ない軽米町の気候に適したホップの生産も1960

年代から始まり，現在に至っている。

ところで，1960年代以降は下火となったひえ

などの雑穀生産が，2000年代に入って再び増加

した。これには，転作作物として栽培するうえで，

大豆やそばよりも高い収益性が見込まれたことが

あった。雑穀作付面積の推移をみると，2001年

から2008年の間に，岩手県では167haから766ha

に増加し，そのうち二戸市，軽米町，九戸村から

なる二戸地域では，同46haから144haに増加した

（図5）。2009年における軽米町の雑穀作付面積は

33.7haと，おおむね県の5％の作付がある。作付

される雑穀は多様であり，もちあわが1,456a，い

なきびが858a，とうまきびが328aなど，計12種

類に及ぶ（表2）。これらの雑穀を，各農家が2～

3種類栽培することが一般的である。JA新いわ

てには，JA新いわて北部地域雑穀部会が存在し，

図3　 軽米町における主な農作物の作付面積の推移
1）たばこの数値は収穫面積．
2） 2005年の稲は，データ秘匿地区が存在するため，小
軽米地区のみの数値．

 （農林業センサスにより作成）

図4　 岩手県における市町村別たばこ作付面積
（2005年）

 （農林業センサスにより作成）
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参加農家数は計299戸で，そのうち軽米町の農家

は125戸である。また軽米町には，JA新いわてが

運営する雑穀センターが2006年に設立され，精

製や異物除去，包装などの作業が行われる。1日

あたりの雑穀の処理可能量は100kgであり，3～

5人のパート職員が作業に従事する。主な出荷先

は，大阪府，山形県，熊本県，佐賀県の穀物卸売

業者であり，二戸市内の道の駅にも，地域の特産

品として商品を出荷している。

雑穀生産が拡大するなかで，課題も複数出現し

た。生産面においては，連作が難しく，例えばひ

えの場合，2年作付した後は休耕期間を設けない

と，除草剤を使用しても雑草が繁茂し，ひえの

生育が衰えてしまう5）。また，農業機械の導入も

稲作と比較して困難であり，手作業による防除に

大きな労力や時間が必要である。販売面において

も，雑穀生産の拡大に消費の拡大が追いつかず，

供給過剰気味の品種も発生している。

以上のように，飼料用米生産を開始する以前の

軽米町においては，たばこ生産の減少と雑穀生産

の課題浮上，また引き続いての米の生産調整など

への具体的な対応策が必要となっていた。

２．岩手県軽米町における飼料用米生産の拡大

過程

軽米町や隣接する二戸市などを管轄対象とする

JA新いわては，日本のこめ豚事業以前から，「岩

手県北地域循環型農業」と呼ばれる事業によっ

てP生協と取引関係にあった。この事業はP生協

にブロイラーを販売する二戸市の J社の鶏糞堆肥

を近隣の農家に活用してもらう取り組みである。

2007年2月に飼料用米の生産を希望する軽米町の

農家に対する説明会が行われ，約30戸の農家か

ら計7ha程度の作付希望が寄せられた。最終的に

18戸の農家によって5.5haの飼料用米が作付され

た。飼料用米生産に関係する組織も JA内に設置

され，2007年3月に飼料用米推進プロジェクト委

員会が設立されたほか，2008年2月には飼料用米

栽培研究会が発足し，翌年3月には二戸市や九戸

村も対象地域に含めた北部稲作部会飼料用米専門

部へと発展的に改組された。こうしたなかで，軽

米町における飼料用米生産は急速に拡大し，P生

協向け以外のものも含めて，2009年には町全体

図5　 岩手県における雑穀作付面積の推移 
（2001-2008年）

 （JA新いわて提供資料により作成）

表2　 軽米町における雑穀作付面積と農家数
（2009年）

 （JA新いわて提供資料により作成）
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で124戸による34haの作付に達した。

飼料用米として作付された品種は，2007・2008

年は「たかねみのり」であった。この品種は

1980年代に主食用米として導入されたが，耐冷

性に優れ食味も良い「いわてっこ」が2000年代

前半に導入されたことで，次第に作付が減少して

いた。しかし，東北地方での生産に適した飼料用

米生産専用の品種は当時開発されていなかったた

め，主食用米としての品質には劣るものの比較的

多収量が期待されるたかねみのりが選択された。

2007年の収穫量の平均は486kg/10a，2008年は同

508kg/10aであり，P生協が試算した500kg/10a

とおおむね同収量となった。また，軽米町におい

て主食用米として2004年から主に生産されてい

る「いわてっこ」の収量は460～470kg/10aほど

であるため，たかねみのりのほうがより多くの収

量を得られる結果となった。2009年からは，岩

手県北農研センターが育種した多収量米の「つぶ

みのり」が新たに導入された。この品種は，たか

ねみのりと比較して収量が1割程度多いことに加

えて，冷害にも強く，栽培しやすいことが特徴で

ある。この結果，2009年の飼料用米の収穫量は

545kg/10aに増加した。

主食用米と飼料用米生産との間で，栽培管理上

の違いはなく，主食用米に飼料用米が混入（コン

タミネーション）することを防止するために，主

食用米から収穫することが決められている程度で

ある。ただし，両者とも同じ品種を栽培すると，

飼料用米として生産したものを意図的に主食用米

として出荷する不正が起きる可能性があるため，

飼料用米として生産する品種は指定のもののみと

される。また，飼料用米の収穫量増加を目指す農

家には，コスト削減や地域内での資源循環の観

点から，先述の J社から供給された鶏糞堆肥の使

用も勧められている。主食用米と飼料用米の10a

あたりの農家の収入換算を比較すると，前者が

11,500円/俵（60kg）×8俵＝89,000円，後者が

50円/1kg×540kg＋補助金80,000円＝107,000円

となり，飼料用米のほうが高い収入が見込まれる

計算となる。

2010年時点での課題は，飼料用米生産の増加

によって，JA新いわてから飼料メーカーに飼料

用米を出荷するまでの間，一時保管する施設の確

保が困難となっていることである。この対策とし

て，2010年時点では，飼料用米の受入時期を主

食用米の取り扱いが一段落した後の10月20日以

降とし，11月に飼料メーカー側に全量出荷する

方法がとられた。また，飼料用米の収穫量には農

家間によって大きな差異が存在し，700kg/10aに

達する農家がいる一方で300kg/10a程度しか収穫

のない農家も存在することも問題である。これ

は，飼料用米は栽培条件の悪い水田で生産されが

ちであることに加えて，飼料用米自体の販売価格

は安く，収入の多くは作付面積あたりの補助金が

占めるため，農家が反収を増加させる意欲を高め

にくいことがある。ただし，栽培条件の悪い水田

では米以外の転作作物を栽培することは難しく，

かつ収益性が極めて低いため，飼料用米を作付す

ることで不耕作地や耕作放棄地の発生防止には一

定の効果を発揮している。これには，軽米町の農

家が所有する農地には狭小なものや傾斜地に存在

するものが多いため，転作をしても農業機械の購

入などの初期費用がかかる割に収入は低いことが

関係している。

今後の主な目標としては，軽米町における飼料

用米の作付面積を50haにまで増加させることと，

収穫量を増加させること，また飼料用米生産農家

が10aあたり7～8万円程度の収入を確保し続け

られることなどが挙げられた。
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３．岩手県軽米町における飼料用米生産農家の

農業経営

１）飼料用米生産農家の農業経営の特色と類型化

軽米町において，こめ豚向けの飼料用米生産が

開始された2007年時点から飼料用米生産に着手

した18戸を対象として，その農業経営の特徴に

関する聞き取り調査を行い，うち14戸から情報

を得た。

2009年時点における14戸の経営形態をみると，

飼料用米以外の主な農産物は，全ての農家におい

て主食用米が生産されるほか，たばこまたは雑穀

を生産する農家が多い（表3）。たばこを生産す

る農家は現在4戸であるが，生産経験のある農家

を含めると8戸に上る。また雑穀の生産農家も現

在は4戸であるが，生産経験のある農家は計9戸

存在した。2009年の飼料用米作付面積は，12～

100aと農家によって相当のばらつきがみられる

が，作付農地1筆あたりの平均と標準偏差は9.9

±6.8aと狭小であり，比較的条件のわるい農地に

飼料用米が作付される傾向がうかがえる。

以下では，農業経営の特徴から，14戸の農家

を三つに類型化して検討する。すなわち，農業を

表3　岩手県軽米町における飼料用米生産農家の経営形態（2009年）

1） 世帯員：農業従事者は大文字と年齢，非従事者は小文字と年齢代を1ケタで示した．農外就業との兼業
の者には（兼）を付した．また，Mないしmは男性，Fないし fは女性を指す．（例：M47は農業に従事
する47歳の男性，f4は農業に従事しない40歳代の女性を意味する．）

2） たばこ栽培期間および雑穀栽培期間のなかで（就）を付したものは，世帯主が就農した時点ですでに栽
培がなされていたことを示す．

 （聞き取り調査により作成）
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主たる業務とし，その中心となる世帯主の年齢が

60歳代以下の農家を「農業主力型」，世帯主の年

齢が70歳代以上の農家を「高齢農業型」，農外就

業を収入の中心とする農家を「農業副次型」とみ

なす。「農業主力型」には7戸，「高齢農業型」に

は5戸，「農業副次型」には2戸がそれぞれ該当す

る。各類型における飼料用米生産の位置づけや役

割などについて，事例を取り上げながら分析を進

める。

２）農業主力型農家における農業経営の特徴

農業主力型に含まれる農家7戸をみると，2ha

以上の主食用米生産を行う農家番号1・3・5の3

戸と，たばこ生産を行う農家番号2・4・6の3戸，

ホップ生産などを中心とする農家番号7の三つの

特徴がみられる。

主食用米生産を主に行う農家の中でもとくに規

模の大きい農家番号1は，47歳の男性世帯主とそ

の母（74歳）の2名が農業に従事する。世帯主の

妻は農外就業者である。世帯主は1985年に22歳

で就農した。就農当時の主な農業経営は3.5haの

主食用米と85aのたばこ生産であり，世帯主とそ

の両親が農業に従事した。1998年に，農家番号1

はたばこ生産を中止した。この理由として，たば

この出荷条件が変わり，出荷先への売り渡しが収

穫翌年2月から収穫当年12月となったため，乾燥

作業を十分に行えなくなったことがある。また，

この直前に世帯主の父が亡くなり，農業労働力が

減少したことも影響した。その後は主食用米の生

産を増やし，現在までに2.5haの農地を知人らか

ら購入して規模を拡大した。農家番号1が作付す

る主食用米は全て，出荷先の卸売業者との契約に

よって，合鴨を用いた有機栽培によって生産され

る。品種はほぼ全量があきたこまちである。この

取り組みは1995年より開始され，収益性の向上

につながっている。一方，農家番号1は，自宅か

ら約10km離れた水田において，毎年1haの雑穀

やそばなどの転作作物を栽培したが，収益性は低

かった。こうしたなかで飼料用米生産の話題が持

ち上がったため，農家番号1もこれに加わり，初

年の2007年と2008年には50a，2009年には転作

作物を作付する1ha全てに飼料用米を作付した。

作付する品種も，収穫量の増加を目指して，たか

ねみのり，べこごのみ，つぶみのりと毎年変更さ

れた。飼料用米生産の利点として，主食用米と同

じ農業機械が利用できることと，カメムシやイモ

チ病対策の防除作業を省略できることが挙げられ

た。

一方，たばこ生産を行う3戸のうち，最大規模

である農家番号2は，45歳の男性世帯主とその両

親（父70歳，母74歳）の3名が農業に従事する。

世帯主の妻（45歳）は農外就業者である。世帯

主は高卒後，農業短期研修を1年間受けた後，岩

手県北農業試験場に7年間勤務した。26歳で世帯

主が就農した際の主な農業経営は，90aの主食用

米と80aの小麦，および120aのたばこであり，世

帯主とその両親の3名が従事した。この農家では

たばこ生産を経営の中核とし，規模拡大を進め

た結果，2000年頃には現在の230aの規模に達し

た。たばこ生産に用いる農業機械として，葉編機

1台，幹刈機1台，収穫作業車5台，また収穫後

の乾燥作業用に60坪（約200㎡）の乾燥小屋に据

置のコントロール乾燥機と補助用のコンパクト乾

燥機2台などがあり，これら全てを自己所有して

いる。このほか，20坪と30坪の乾燥小屋も整備・

利用しており，それぞれに乾燥機や大型除湿機な

どを設置している。なお，これらの農業機械等の

導入には，たばこの出荷先である日本たばこ産業

（JT）より2分の1ないし3分の1の補助を受けた。

繁忙期には家族労働力に加えて2～3名を臨時雇

用している。

また，農家番号2は近隣の農家など7戸ととも

に2007年に任意組合を設立した。農家などの内
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訳は，たばこ農家とブロイラー飼養農家が各2戸，

牛の繁殖経営農家が1戸，農外就業の団体職員が

3戸である。組合設立のきっかけは，水田の畦畔

を整備する農業機械を共同購入することであった

が，農業経営を行う5戸は組合設立以前の1990年

頃から協力関係にあり，高価な農業機械を共同購

入したり，農作業を分担したりしていた。このこ

とによって，農家番号2はたばこ生産に労働力の

多くを割くことができ，規模拡大を後押しする要

因となった。

現在，農家番号2のたばこ以外の農業経営は，

105aの主食用米と90aの麦類，20aの大豆，およ

び99aの飼料用米である。世帯主の就農当時から

増加した約130aは，先述の任意組合に参加する

非農家から借地したものである。飼料用米生産を

開始する以前は，転作作物として加工用米が作付

されていた。これは先述のようにたばこ生産にな

るべく多くの労働力を向けるためであり，雑穀な

どは加工用米と比較して多くの作業が必要となる

ため，少なくとも世帯主の就農後は栽培されな

かった。飼料用米の導入については，これまでの

加工用米生産と大差ないことがきっかけであっ

た。作付農地の選定の際は，転作に割り当てる面

積におおむね合致するまとまった農地が選ばれ

た。この農地は他と比較して稲の生育環境がやや

劣ることも一因であった。飼料用米生産のうえで

の利点としては，農家番号1と同様，防除作業の

省力化が挙げられた。今後の飼料用米生産につい

ては，10aあたりの収穫量で1tを目標とするほか，

現在の補助制度が継続されれば，さらに作付面積

を増やしてもよい意向である。またたばこ生産に

ついては現状維持が目標とされている。

上記以外に特徴的な農業経営として，ホップ生

産などを行う農家番号7では，57歳の世帯主男性

と51歳の妻が農業に従事する。この農家におい

ては，世帯主の父の代から大手ビール製造企業

向けにホップ生産を開始した。一方，世帯主は

2006年までは二戸市において建設業を経営して

いたが，受注の減少や農業に従事していた父が高

齢となったことなどから，建設業経営を中止し，

就農した。父から引き継いだ80aのホップ生産に

加えて，新たに15aの施設でほうれんそうの栽培

を開始した。飼料用米の作付面積は12aと少ない

が，これは農家番号7が所有する水田自体が少な

いことに起因している。夫婦2名による労働力で

はホップとほうれんそうにその多くを傾ける必要

があるため，転作が必要となる面積分を，主食用

米生産と労力に大差のない飼料用米生産に当てて

いる。

３）高齢農業型農家における農業経営の特徴

高齢農業型に含まれる農家5戸はいずれも，70

歳代の世帯主と60～70歳代の妻の2名による農

業経営である。このなかで飼料用米の作付面積が

52aと最も大きい農家番号8は，ともに70歳の夫

婦が農業に従事する。この農家の世帯主は，中卒

後，農業試験場研修センターの実習生として2年

間学んだ後，1956年に就農した。当時の農業労

働力は本人とその両親であり，約1haの田で水稲

作を行い，約3haの畑ではひえ，麦類，大豆の2

年3毛作を行った。このほか，1，2頭の乳牛も飼

育していた。1960年頃に常時100頭規模の肥育専

門経営による養豚を開始し，農協に出荷したが，

環境問題への対応に苦慮し，10年余で中止した。

その後は，居住する地区内において野菜生産の拡

大が志向されたことを受けて，1965年頃から加

工トマトの生産，さらに1980年頃からはほうれ

んそうの生産を開始した。また稲作においても，

地区内で1977年に水稲生産組合を設けて補助金

の交付を受け，農業機械の購入や育苗センターの

建設などが行われた。このほか，畑地における雑

穀生産では，主に種子用となるひえの生産にも取

り組んだ。しかし2006年に世帯主は大病を患い，
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これを機に農業経営を大幅に縮小した。この際

に，なるべく少ない労力で農業を継続できる手段

となったのが，飼料用米生産であった。農家番号

8は前出の水稲生産組合より稲の苗を購入し，田

植えや稲刈りは同組合の作業員に委託している。

そのため，自身が十分に農業に従事しがたい状態

となったことから，転作に際して作業を依頼しや

すい飼料用米が選択された。また，この農家が飼

料用米を作付している農地は，傾斜地を開墾した

湿田であり，大豆などの転作作物は十分な収量を

期待できない状態であった（図6）。以上のこと

から，農家番号8にとって，無理のない範囲で自

身の所有農地を有効活用するうえで，飼料用米生

産が有効な手段となった。

高齢農業型で多いのが，雑穀を生産する農家で

あり，5戸中3戸を占める。このうち，最も規模

の大きいものが，170aの雑穀生産を行う農家番号

10である。この農家では，73歳の世帯主男性と

74歳の妻の2名が農業に従事する。世帯主は1956

年に就農後，1962年からたばこ生産を，1964年

からは酪農も導入した。しかし労働力不足などの

問題から，1972年にこれらを中止し，所有する

3haの農地で主食用米，小麦，大豆，かぼちゃ，

牧草などを生産するようになった。1993年から

はだるまびえの生産を開始し，その後，だるま

びえが転作作物として認められたことから1997

年より本格的な生産を開始した。農家番号10で

は，その後ももちあわやいなきびなどの栽培も開

始して雑穀生産を次第に拡大させたほか，世帯主

が1991年より軽米町の町議会議員を務めていた

ことから，町内の他の農家にも雑穀生産を呼びか

けたり，生産した雑穀を JA新いわてに出荷する

仕組みを整えたりするなどして，軽米町の雑穀生

産拡大を喚起した。現在，世帯主は JA新いわて

軽米町雑穀生産部会の部会長を務めている。ただ

し，雑穀栽培には多くの労力が必要で，その割に

収益性はさほど高くないことも，この農家は意識

している。一方，飼料用米の生産については，町

議会議員として町長らとともにP生協と交渉した

際に，地域の農業振興の一環として自身も飼料用

米生産に先駆的に取り組もうという意思を持った

ことによる。飼料用米の作付に際しては，飼料用

米栽培の勉強会などを開催する際に多くの農家ら

が訪れやすいよう，比較的交通の便の良い道路沿

いの農地が選択された。

４）農業副次型農家における農業経営の特徴

農業副次型に含まれる2戸のうち，農家番号13

は先述の養鶏業者 J社勤務，農家番号14は建設業

経営であることから，主食用米の作付面積はいず

れも1ha以上あるものの，他の農業生産は比較的

小規模である。また，たばこや雑穀のいずれの生

産経験もない。

農家番号13は，63歳の男性世帯主1名が兼業

で農業に従事する。世帯主は高卒後に農外就業し

たが，両親が従事する農業も手伝っていた。1970

年代の農業経営は，1.5haの主食用米と各1haの

ホップと大豆生産であった。1991年に世帯主の

長男が大学を卒業し，学費負担がなくなったこと

や労働力不足の問題からホップ生産が中止され，

2000年頃から世帯主の母が高齢となり農業労働
図6　農家番号8の飼料用米作付農地

 （2009年10月撮影）
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力が世帯主のみとなったことから，大豆生産も中

止された。こうしたなかでこの農家では，畑地を

他の農家に貸したり自家用野菜を栽培したりする

ほか，水田での転作にはまこもだけなどを生産す

ることで農地をかろうじて維持した。一方で，主

食用米生産は世帯主のみで十分可能であったこと

から，生産方法に大差のない転作作物として飼料

用米を導入することには大きな支障がないと判断

された。P生協にブロイラーを出荷する J社の役

員を務める立場としても，ブロイラー飼育にも利

用できる飼料用米の生産拡大は農家番号13の世

帯主にとって有益であるため，飼料用米生産のさ

らなる拡大が期待されている。

４．秋田県鹿角市のNファームによる飼料用米

生産の展開

秋田県鹿角市の農事組合法人Nファームは，

2007年3月に設立された。51戸の農家がNファー

ムに農地を貸し出し，Nファームは10aあたり

14,000円を支払うことで，計26haの農地を管理

することとなった。また参加農家のうち耕作に必

要な農業機械を所有している4名がNファームの

作業員となった。Nファームの管理する農地は，

2002～2005年に実施された二本柳地区県営圃場

整備事業によって整えられたが，米の生産調整対

策のために約3割に当たる10ha程度の転作作物

を栽培する必要があった。一方この頃，JAかづ

のでは栽培に必要な農業機械を所有し，50a以上

のまとまった農地で飼料用米を生産できる農業経

営体を募っていた6）。そこで，Nファームと JAか

づのとの間で協議がなされ，収益面では大きな期

待はできないものの，従来の稲作と同じ作業体系

を継続できる飼料用米を2007年より生産するこ

ととなった。先述の軽米町の場合と同様，飼料

用米専用品種を確保できなかったため，2007年

には主食用米品種の「めんこいな」が6.1haの農

地に作付され，主食用米として作付されたあき

たこまちと同じ，約600kg/10aが収穫された（表

4）。2008年には品種が「ふくひびき」に変更され，

6.0haの農地に作付されたが，栽培管理の際に不

備があり，500kg/10aほどの収穫に減少してし

まった。2009・2010年にもふくひびきが作付され，

およそ520kg/10aの収穫があった。飼料用米の生

産は，軽米町の場合と同様に，主食用米生産の各

作業が済んだ後に作業が組み込まれている。

栽培上の工夫として，主食用への飼料用米の混

入を防止するために，両者の作付農地は明確に区

分された。すなわち，主食用米を下流部の農地に

集中させる一方，谷の上流に位置するために農業

用水の温度が低く，米の生育にはやや条件のわる

い農地に飼料用米を作付した（図7）。Nファーム

では苗づくりや田植え作業を省力化するために，

表4　Nファームにおける主な農作物作付面積の推移

加工用トマトは2010年より別の農地で作付のため，上記には含まれていない．
 （聞き取り調査により作成）
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種子を田に直接まく直播も試行されている。ま

た，こめ豚を生産するMグループより堆肥を購

入し，飼料用米を作付する農地10aあたり300kg

を投下している。この堆肥の品質は良く，堆肥購

入に必要な経費も35万円前後と化学肥料に比べ

て割安であることから，Nファームは堆肥利用に

積極的である。また飼料用米生産においては，農

薬の使用は除草剤を散布する程度で，カメムシや

イモチ病対策などの防除は行われず，生産体系が

省力化されている。

飼料用米以外の転作作物として，2007年には

枝豆も作付された。近隣に約10haの枝豆生産を

行う農家が存在したため，その農家から技術を習

得するとともに，枝豆生産に関わる作業のための

雇用を新たに生み出そうとしたが，栽培の困難さ

や新たな農業機械の導入が必要となったことなど

から，2007年の生産のみで中止された。2008年

には大手野菜加工メーカーとの契約栽培で加工用

トマト生産を開始した。この際，上流部の比較的

排水条件の良い農地を畑地化し，ここでトマトを

栽培した。生食用のトマトと比較して加工用トマ

トは皮が厚いため痛みにくく，20kgのコンテナ

に詰めて出荷すればよいため作業は容易である

が，通常7t/10aが目標とされる収穫量が実際に

は同3tほどに過ぎず，十分な収益を確保するこ

とが困難であった。このため2010年からは，近

隣の1.6haの畑地での栽培に変更された。このほ

か，2008年にはかぼちゃ栽培も行われたが成果

は上がらず，その後も15aほどの栽培が続けられ

ているに過ぎない。

Nファームから出荷される農産物のうち，主食

用米については，近隣の集荷業者2社に対する割

合が90％を占め，JAかづのへの出荷は10％に過

ぎない。しかし飼料用米をはじめとする転作作物

は，全量が JAかづのへ出荷される。

飼料用米生産の利点として，Nファームでは以

下の点が挙げられた。すなわち，従来の稲作と大

差ないことから，組合の作業員が所有する農業機

械を活用できることや労働力が少なくて済むこ

と，農地の水管理を効率よく行えること，また大

豆を栽培すると連作障害対策として輪作体系を組

まねばならないが飼料用米ではその必要がないこ

となどである。他方で，飼料用米生産の課題とし

て，収穫量の増加も重要ではあるが，それ以上に

補助金の交付がなければ飼料用米生産の継続は不

可能であるため，政策的な後押しが続くことが前

図7　Nファームにおける農地利用（2009・2010年）
  （聞き取り調査により作成）
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提である点が挙げられた。また，作業の省力化や

コスト削減を一層進めるために，直播による作付

を今後増やしていくことも意図されている。

Ⅳ　飼料用米を活用した日本のこめ豚生産・販売

の拡大

１．秋田県小坂町の養豚業M農場によるこめ

豚生産

１）M農場の経営展開

2009年時点でのM農場の年間豚出荷頭数は約

12万頭であり，これをスーパーや生協など12社

に販売している。このうちP生協向けは約3万頭

である。リスク分散のために，P生協向けの出荷

頭数は今後も現状維持とされ，複数の販売先との

取引も継続させることが見込まれている。またM

農場では，養豚一貫経営のほか，堆肥・液肥を用

いた4haの野菜生産も行っている。これには，養

豚によって発生した糞尿を処理した堆肥や液肥を

有効活用するねらいがある。

M農場は，現在の経営者で元々は JAかづのの

職員であったT氏が中心となって1995年に設立

され，2008年までに20haの敷地内に26棟の豚舎

と糞尿処理および堆肥施設が整備された。M農

場設立の経緯として，秋田県北地域に存在した農

協系統の食肉処理場が老朽化したため，新たに

豚換算で年間14万頭の処理が可能な施設を建設

する構想が1990年代初頭に計画された。しかし，

農協系統に出荷される豚は当時6万頭ほどに過ぎ

ず，残りの8万頭程度の出荷を確保する必要が生

じた。そのため，補助金に加えて，農協や全農

子会社などからの融資，さらにT氏自身も出資し

て，M農場が開設されることとなった。

M農場で飼育される豚はSPF豚7）であり，糞尿

処理にはBMW技術8）による浄化処理が行われる

など，環境保全型農業の推進とそのアピールが積

極的に進められた。こうした動きがP生協の方針

と合致し，1997年よりP生協とM農場との取引

が開始された。同年の取引頭数は84頭であった。

2002年には，P生協の組合員が産地を訪れて生産

者らと交流したり生産現場を見学したりする公

開確認会が，畜産物関係では初めてM農場で実

施されるなど，P生協とM農場との関係性は次第

に強化された。また2007年に，M農場は生産情

報公表 JAS認定生産工程管理者の認定を受けるな

ど，いわゆる食の安全・安心についての対応も進

められている。

２）日本のこめ豚生産の導入とその拡大

先述のとおり，M農場においては2006年頃よ

り，飼料用米の試験的な栽培や利用を開始してい

た。こめ豚の事業が始まり，その販売が拡大した

ために，M農場は小坂町内の1haの水田を借り，

おおむね20aずつ複数の飼料用米品種を自社で栽

培管理することとした。また2010年には，農場

内に飼料用米を配合した飼料の保管施設を整備

し，飼料関連経費の削減を企図している9）。

飼料原料であるとうもろこしの価格が急騰した

とはいえ，飼料用米の価格はとうもろこしよりも

やや割高であるため，飼料用米を用いることが

M農場の利益に直接的に効果をもたらすことは

ない。しかしM農場では，生産面への注目だけ

ではなく，豚肉が販売される際に消費者にどのよ

うに評価されるかといった視点も重視しており，

M農場のこだわりを消費者に積極的にアピール

してくれるP生協との取引を重視している。飼料

用米を用いたこめ豚はその戦略的な商品と位置づ

けられるのである10）。今後は，引き続き飼料用米

に対する補助金が継続され，安定的に飼料用米が

供給される見込みがつけば，配合飼料の原材料に

占める飼料用米の割合を30％程度にまで高めて

飼育することも検討されている。
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２．P生協による日本のこめ豚の販売方法

P生協の組合員へ販売されるこめ豚は冷凍もし

くは冷蔵品であり，1袋あたり200～300gで販売

される場合が多い。組合員は毎週届けられる商品

カタログを見て商品を注文する仕組みであり，こ

め豚も他の商品と同じようにカタログに記載され

ている。この際に，「日本の米を食べて育ちまし

た」といったテロップが商品案内に付与され，P

生協が取り扱う産直肉のなかでもとくにこだわっ

た商品であることが示されている（図8）。また，

通常の商品カタログとは別に，定期的に同封され

るチラシにおいて，こめ豚の取り組みについて詳

細に紹介した記事が掲載されることもある。この

なかでは，事業開始のきっかけやその後の展開な

どに関する文章，飼料用米やこめ豚の生産者の氏

名と顔写真などが示されている。

こめ豚の販売が始まった2008年2月には，「畜

産飼料の国産化に挑む　日本のこめ豚」と題さ

れたB4用紙片面1枚相当のチラシが配布された。

また1年後の2009年2月にも同様の形式のチラシ

が配布され，「P生協と産地が協力して立ち上がっ

た『日本のこめ豚』の取り組み。『畜産飼料の自

給率向上』『地域の活性化』『環境保全型への転

進』をめざした取り組みは，多くの組合員の支持

を得て，この2月に2年目を迎えました」（同チラ

シより引用）と，こめ豚供給を通じた事業の主目

的や消費者からの高評価が記されている。2009

年11月発行のチラシでは，JA新いわてを対象と

した公開確認会の実施を知らせるとともに，飼料

用米生産やそれを活用した畜産の結びつきを示し

たイラストマップが合わせて掲載され，事業の枠

組みが消費者に理解されやすいよう工夫がなされ

ている（図9）。また，この公開確認会において

は，実際に飼料用米を作付している軽米町の農家

を組合員らが訪れ，農地の傍らに設置されたこめ

図8　 P生協の商品カタログにおける日本のこめ
豚の掲載例

 （Ｐ生協商品カタログより引用）

図9　 P生協のチラシに掲載された耕畜連携のイ
ラストマップ

 （Ｐ生協商品カタログより引用）
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豚の看板を見ながら，農家や JA新いわての職員

の説明を聞く機会も設けられた（図10）。このほ

か，先述の2008年2月のチラシにおいて，こめ豚

を購入した組合員数名からの意見が掲載されてい

る。これによれば，こめ豚の味わいに対する高評

価に加えて，飼料原料の多くが輸入品であること

を知ったことの驚きや，飼料中への国産原料割合

の増加の重要性，またそれによる商品価格の上昇

を消費者がある程度受け入れるべきであることな

どが記されている。

以上のような情報提供を通じた販売方法が，消

費者である組合員から高く評価されて販売量が拡

大することに結びつくとともに，先述したように

豚肉の流通・販売にも強い関心を持つM農場や

飼料用米生産農家らにとっても消費者の声を把握

したり，それによって農業へのやりがいを感じた

りする一因となっている。

Ⅴ　日本のこめ豚事業にみる飼料用米活用の成果

とその意義

飼料用米生産が急拡大した岩手県軽米町や秋田

県鹿角市のNファームにおいては，いずれも米

の生産調整への対応に苦慮し，さらに軽米町にお

いては主要農産物のたばこ生産の減衰という課題

も抱えるなかで，飼料用米生産は課題解決のため

の具体策の一つとして機能した。この効果を，こ

め豚事業に関わる各生産者の主だった発言内容か

らも確認したい。まず軽米町の飼料用米農家から

は，「とにかく農地を荒らしたくない」（農家番号

8）や，「米ならとれるのがよい。（米以外の作物

だと）手間をかけたわりに効果がない。そのくら

い割り切ったほうがよい」（農家番号3），「今は，

土の上ではなく，機械の上で農業する時代。うま

くやれば若いもんも加わってくれる」（農家番号

10），また「（米作りは）金っていうよりも，農

家やる人の思い」や「（飼料用米を栽培するよう

になって）これでやっと本物の田んぼに戻った」

（いずれも農家番号9）などといった発言があっ

た。また鹿角市のNファームでは，「（大豆などは

連作障害が問題なので）田は田で使うのがいちば

ん。米なら100％機械化できる」との発言があっ

た。これらのように，飼料用米生産は労力の削減

や収益性の向上だけでなく，生産者の営農意欲の

向上や喜びにも結びついていた。さらに，こめ豚

を飼育する小坂町のM農場の経営者は，「流通・

販売で認めてくれるものが必要。（商品が）消費

者に届くまで把握したい。飼料表示の最初に米を

もってこれるくらいの配合にしたい」とし，その

具体的手段として農場の近隣地域で生産される飼

料用米の活用を重視していた。以上のように，耕

種，畜産の双方が飼料用米生産を通じて関係性を

強化することで地域農業を支える原動力が生み出

され，さらにこうした動きがP生協を通じて消費

者にまで伝えられることで，消費者からの共感や

支持を得てこめ豚の販売拡大へと結びついたと考

えられる。

近年では，いわゆる「生産者の顔がみえる」こ

と（池田，2005）や，トレーサビリティなどのよ

うに流通過程の詳細が示されることへの社会的要

図10　 岩手県軽米町の飼料用米農家の農地脇に
設置された看板

 （2009年10月撮影）
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求が強まっている。ただし，元々の生物としての

形態が大きく変わることなく消費者の手にまで

届けられることの多い米や野菜，魚などとは違

い，食肉は形状や大きさが従来の姿とは大きく異

なった状態で供給される。さらに食肉の供給過程

には，食肉処理，すなわち屠畜の工程が必ず含ま

れる。この工程を消費者が目にすることはほとん

どなく，仮に見る機会があったとしても，目にす

ることを拒んだり平静に見ることができなかった

りする消費者も多いと推測される。これらのこと

が，食肉の供給過程についての理解や生産者と消

費者との関係性強化を妨げる一因となっていると

考えられ，その即時的な解決策は打ち出しがたい

であろう。

こうした状況に対して，飼料用米の活用を積極

的にアピールし，「飼料用米を利用してつくった

肉は美味しいだけでなく，それを食べることで，

耕作放棄地が水田によみがえる」といったメッ

セージであれば，上述した様々な問題にはさほど

触れることなく，消費者が該当する食肉やそれに

関係する生産者らに対して良好なイメージを持つ

手段になりうると考えられる。さらにこのような

メッセージからは，耕種農業と畜産業との連携強

化や，それによる循環型農業が環境負荷の少ない

食料生産を実現しているといった内容について

も，消費者に伝えることが可能である。実際にこ

め豚事業においても，前出した図9のようなイラ

ストマップによって，事業の新規性や環境にやさ

しい農業の実践がわかりやすく提示されており，

このことがこめ豚の需要拡大にも一定の効果をも

たらしたと推察される。

さらにこのことは，近年の農業・農村に関する

地理学による研究視点の一つである，田林（2015）

が指摘する「農村空間の商品化」の動向とも関連

すると考えられる。こめ豚の主な需要者である都

市住民にとって，飼料用米の生産・活用によって

農地が水田として利用される景観が生み出された

り，米作りを行うことを喜ぶ農家の顔がみえたり

することは，農業への関心向上や無理のない範囲

での社会的貢献を感じることのできる機会となり

うる。このことは，従来の食料供給とは異なるか

たちの，飼料用米生産を通じた農村空間の商品化

であると位置づけられる。小金澤（2007）が指摘

するように，食文化の過度の商品化は取り組み自

体を陳腐化しかねない可能性のあることを考慮し

つつも，「都市と農村の交流の担い手」となる消

費者の育成（小金澤，2007）や，消費者からの反

応によって生産者らが一層，農業継続の意欲を向

上させるといった効果がもたらされることなどが

期待できる。

さらに上記の内容を広く食料供給のあり方に還

元して考察するならば，食料供給の実態につい

て，消費者に「見える」ことにとどまらず，「見

せる」ことが重要であるといえる。多種多量の食

料供給が実現される現代社会において，消費者が

個々の食料に関する詳細な知識や関心を持つこと

は極めて困難である。一方で消費者はまた，いわ

ゆる「食の安全・安心」を強く求め，問題が発生

した際には大きな混乱が発生する（荒木，2006）。

商品の販売促進という面を含めても，食料に関す

る簡潔明瞭なメッセージやイメージの付与が，食

に対する消費者からの関心を高めたり，不安の軽

減へとつながったりする可能性のあることが，本

事例を通じて推察される11）。

Ⅵ　おわりに

本稿では，近年，急速に増加する飼料用米生産

とその活用の実態について，日本のこめ豚事業を

事例として分析した。

飼料用米は，海外から輸入される飼料原料の高

騰や政策的な後押しなどを背景に，近年になって

作付が急増した。日本のこめ豚事業に参加し，飼
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料用米が先駆的に生産された岩手県軽米町にお

いては，長らく続く主食用米の生産調整に苦心

し，かつ地域の主要農産物であるたばこ生産の減

衰がみられるなかで，経営規模の異なる様々な農

家にとって着手しやすい飼料用米生産が有効な手

段の一つとなり，その作付が増加した。さらに経

営規模の大きい秋田県鹿角市の農事組合法人のN

ファームにおいても，飼料用米生産は効率的な転

作作物の品目として歓迎された。これらによって

生産された飼料用米は，環境負荷の低減や商品の

流通・販売情報の入手とその活用に積極的な秋田

県小坂町の養豚業者のM農場によって積極的に

活用された。そして，その豚肉を販売する首都圏

を地盤とする生活協同組合のP生協も，詳細な情

報提供や産地見学などによって組合員である消費

者からの評価を高め，こめ豚の販売が急拡大し

た。

本事業の進展は，耕作放棄地の発生防止や飼料

原料の自給率向上などの課題への具体的な対策と

なったほか，事業の内容を消費者に「見える」さ

らには「見せる」ことによって生産者らの取り組

みへの共感をもたらした。飼料用米生産の継続は

補助金交付を前提としたものであることは否めな

いが，複数の地域や異業種間，また消費者も含め

た連携や連帯感の創出が，地域農業の新たな展開

や存続に好影響をもたらすものと考えられる。

［付記］

本稿の調査に際し，パルシステム生活協同組合連合
会の大我晶子様には，調査対象者の紹介などをはじめ，
調査全体の遂行に多大なるご高配を賜った。また現地
調査においても大勢の方々にお世話になったが，とく
に JA新いわての橋本幸男様には，飼料用米農家1戸1戸
の調査にご同行いただいた。上記の方々をはじめ，調
査活動にご協力いただいた全ての皆様に厚く御礼申し
上げます。
本研究には，公益財団法人日本科学協会による笹川
科学研究助成（「飼料米の活用による耕畜連携の基盤づ

くりに関する研究―循環型農業の実現と食の安心･安全
ニーズへの対応に注目して―」，研究代表者：淡野寧彦）
を使用した。また本研究の骨子は，2009年人文地理学
会大会（於：名古屋大学）および経済地理学会2010年
12月西南支部例会（於：松江テルサ）において発表し
た。

注

 1） 飼料用米は主食用米と比較して非常に安値で取引
される分，高い補助金が設定され，かつこの補助
金は作付面積を主な基準として交付される。その
ため，当事者の意図の有無に関わらず，主食用米
に飼料用米が混入すると，飼料用米に対する補助
を受け取りながら生産した米を主食用米の価格で
販売する不正行為となってしまう。したがって，
とくに収穫作業において，少なくとも意図しない
混入を防ぐために，主食用米の取り扱いが完全に
終了した後に飼料用米の収穫が行われる。なお，
比較的風味が劣る品種を飼料用米として栽培する
のも，コンタミネーション防止を一つの目的とし
ているためである。

 2） 10aあたりの試算例として，飼料用米では収入
98,000円（米販売代金30円/kg×600kg＋補助金
80,000円），支出34,000円（経営費。ただし減価
償却費・人件費は含まず）で差し引き64,000円，
一方の主食用米では収入88,000円（米販売代金：
16袋/30kg×5500円＋個別所得補償制度の補助
15,000円），支出46,000円で差し引き57,000円とな
る。飼料用米生産のほうが栽培管理面でも省力化
が可能であるため，生産者にとっては飼料用米生
産のほうがよりメリットが大きくなる。

　　ただし，飼料用米を含む新規需要米の生産に対し
て補助を受ける場合，あらかじめ米の引取先とな
る需要者を決めたうえで取組計画書を農政事務所
に提出し，審査・認定を受ける必要がある。その
ため，農家の意向のみで飼料用米の作付を増やす
ことはできない。また主要な需要者となる農協
（JA）などにとって，飼料用米生産の拡大によって
主食用米の取り扱いが大幅に減少することは，販
売事業に悪影響をもたらすおそれがある。これら
のことが，農家にとって収益性の面では有利であっ
ても，主食用米から飼料用米への転換が過度に進
行しない要因となっている。

 3） 商品の売れ行きや入荷量，商品規格の点から，全
量を「産直肉」とすることは困難であるが，一般
的な豚肉の取り扱いはあくまでも一時的なもので
ある。
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 4） 試算当時の補助事業に基づく金額である。
 5） 除草剤を使用しすぎると，ひえの生育にも悪影響
をもたらしてしまう。稲と違い，専用の農薬の種
類が少ないことが，栽培条件を困難にしている要
因の一つである。

 6） JAかづの管内において，2007年に飼料用米を作付
したのはNファームのみであったが，2008年には
他に3戸が加わり計9.1haの作付となった。その後
は飼料用米の作付を希望する農家が急増し，2010
年には計150haに達したため，逆に飼料用米生産
農家が増えすぎないよう，対応する状態となった。

 7） Specific Pathogen Free：特定病原菌不在の豚を指
す。最初期の繁殖用の豚を産出する原々種豚農場
において，帝王切開手術によって母豚から子豚を
取り出し，その後も母豚とは完全に隔離して飼育
することによって，母豚からの特定病原菌の感染
を防止する。これにより，飼育管理中の疾病発生
の減少が期待される。なお，原々種豚農場以外で
は，特定病原菌の感染リスクは低いため，自然分
娩が行われる。日本SPF協会による審査に合格し
た場合にのみ，SPF豚飼育農場として認定される。

 8） Bacteria Mineral Waterの略であり，土中のバクテ
リアと石のミネラル分によって家畜の尿を含んだ
汚水を浄化する技術を指す。

 9） 2011年3月の東日本大震災発生の際，青森県八戸
市の配合飼料工場も被害を受け，さらに物流網も
大きな打撃を受けたため，同工場からM農場への
飼料供給も一時滞った。この際，農場内に整備し
ていた飼料保管施設の存在によって，M農場では
豚の飼育管理に大きな支障をきたさずに済んだ。

10） M農場の経営者であるT氏は，元々，共済の営業
業務に従事していたため，販促活動などの流通・
販売業務に幅広い知識や関心を持っていることも，
こうした方針が打ち出された背景として挙げられ
る。

11） 無論，供給者サイドの一方的な利益獲得のために，
あまりにも都合の良い情報やあからさまな嘘を「見
せる」ことは許されるべきではない。また，様々
な情報が氾濫する現代社会において，それが事実
であったとしても，あえて強調されるべきではな
い情報を提示して，その商品が優良であると消費
者に思わせるような手法も慎まれるべきである。
豚肉について，筆者が量販店や飲食店などで視認
した事柄からこの一例を示すならば，商品名や商
品説明に「三元豚」（さんげんとん）という用語を
記載する場合が挙げられる。三元豚とは，品種の
異なる3種類の豚を掛け合わせて得られた雑種であ

り，ランドレース（L），大ヨークシャー（W），デュ
ロック（D）の3種を用いたLWD交配雑種が肉豚
として飼育される場合が主流である。日本では年
間出荷頭数全体の8～9割がこのLWD交配の三元
豚である。一部，異なる豚品種を用いて三元豚の
名称を用いる銘柄豚が存在するという例外もある
が，最もオーソドックスな生産方法であるLWD雑
種の三元豚の豚肉について，わざわざ「三元豚」
の用語を商品の名称やその説明に用いる理由は見
出しがたく，むしろ消費者に対する優良誤認の悪
影響を及ぼしかねない方法であるといえる。
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